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○放送法関係審査基準（平成１３年１月６日総務省訓令第６８号）新旧対照表                     （傍線部分は改正部分） 

改正案 現行 

第１章 総 則 第１章 総 則 

（目的） （目的） 

第１条 この訓令は、放送法（昭和２５年法律第１３２号。以下「法」とい

う。）第９３条第１項の規定に基づく基幹放送の業務の認定（電波法（昭和

２５年法律第１３１号）第７条第２項に基づく特定地上基幹放送局の免許

を含む。）及び法第９７条第１項の規定に基づく放送事項等の変更許可、法

第１２６条から第１２８条までの規定に基づく一般放送の業務の登録及び

法第１３０条の規定に基づく一般放送の業務の変更登録、法第１４０条の

規定に基づく受信障害区域における再放送並びに法第１５９条第２項（法

第１６５条第２項において準用する場合を含む。以下同じ。）の規定に基づ

く認定放送持株会社の認定に係る審査基準を定めることを目的とする。 

第１条 この達は、放送法（昭和２５年法律第１３２号。以下「法」という。）

第５２条の４第３項の規定に基づく有料放送の契約約款の認可、第５２条

の１３第１項の規定に基づく委託放送業務の認定及び第５２条の１７第１

項の規定に基づく委託放送事項の変更許可並びに第５２条の３０第２項

（法第５２条の３６第２項において準用する場合を含む。以下同じ。）の規

定に基づく認定放送持株会社の認定に係る審査基準を定めることを目的と

する。 

（用語の定義） （用語の定義） 

第２条 この訓令において使用する用語の意義は、法及び放送法施行規則（昭

和２５年電波監理委員会規則第１０号。以下「規則」という。）の定めると

ころによる。 

第２条 この達において使用する用語の意義は、法及び放送法施行規則（昭

和２５年電波監理委員会規則第１０号。以下「規則」という。）の定めると

ころによる。 

  

 第２章 有料放送の契約約款の認可 

［削除］ （趣旨） 

 第３条 法第５２条の４第３項の規定による有料放送の契約約款の認可を

行うに当たっては、この章に定めるところによるものとする。 
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 （有料放送の契約約款の認可） 

 第４条 有料放送の契約約款の認可は、次の各号に適合していると認めると

きに行う。 

 (1) 役務の料金以外の提供条件については、有料放送事業者及びその受信者

の責任に関する次の事項が適正かつ明確に定められていること。 

 ア 契約の締結に関する事項 

 契約の単位、申込み手続、契約の成立、契約の有効期間 

 イ 役務の提供に関する事項 

 役務の提供開始時期、提供方法 

 ウ 料金の支払いに関する事項 

 料金額、支払い期日、支払い方法等 

 エ 役務の停止等に関する事項 

 不可抗力による役務の停止、障害時の措置等 

 オ 契約の解除、変更等に関する事項 

 解除事由、変更手続、契約上の地位の承継等 

 カ 受信者の個人情報の保護に関する事項 

 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）、個人情報

の保護に関する基本方針（平成１６年４月２日閣議決定）及び放送受

信者等の個人情報の保護に関する指針（平成１６年総務省告示第６９

６号）に基づく個人情報の適正な取扱いに関する措置又は同等の措置 

 (2) 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

 人種、信条、性別、社会的身分その他これらに類する事由による差別
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的取扱いのほか、合理的な理由がなく、同一サービス内容について、特

定の視聴者に対し不当な料金格差を設ける等の差別的取扱いが定められ

ているものでないこと。 

  

第２章 地上基幹放送の業務の認定等  

第３条 地上基幹放送の業務の認定等に当たっては、次の各号の条件を満た

すものでなければならない。 

 

(1) 地上基幹放送の業務に用いられる基幹放送局設備を確保すること

が可能であること。 

 

(2) 認定等を受けようとする者（以下「申請者」という。）が確実にそ

の事業の計画を実施することができること。 

 

(3) 申請者が設立中の法人であるときは、当該法人の設立が確実である

と認められるものであること。 

 

(4) 地上基幹放送の業務が確実に開始され、かつ、継続的に運営される

ことを確保するため、経理的基礎が次に適合すること。 

 

ア 事業開始までの所要資金の調達見通し  

事業開始までに必要な資金の調達が可能であり、かつ、その方法

が適正なものであること。 

 

イ 事業開始以後の継続性  

事業収支見積りについては、各年度毎に費用が適正に算出され、

収入は合理的な収入予測を基に算出された内容のものであって、事

業開始以後において継続的な運営を確保するための資金計画に妥当
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性があること。 

(5) 法第９３条第４項に規定する事業計画書及び事業収支見積書等に

ついては、その記載内容が認定等を受けようとする地上基幹放送の業

務に係る放送対象地域における諸般の状況等から判断して、客観的に

適切な内容のものであり、確実にその事業の計画を実施することがで

きるものであること。 

 

(6)  地上基幹放送の業務を維持するに足りる技術的能力は、次に適合す

るものであること。 

 

ア 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備を、法第１１１条

第１項に定める技術基準に適合するように維持するための運用・保

守等の業務（以下この章において「設備維持業務」という。）を確

実に実施することができる適正な要員の配置や緊急時の連絡体制

が整備されていること。 

 

イ 設備維持業務に従事する者が当該業務を確実に実施することがで

きる実務経験等の能力を有していること。 

 

     (7) 地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備は、次の要件に適合

するものであること。 

 

    ア  法第１１１条第２項第１号の規定による設備の損壊又は故障

に対する措置は、別添１による措置が講じられていること。 

 

    イ  法第１１１条第２項第２号の規定による地上基幹放送の品質

に対する措置は、別添２による品質が適正であるようにするこ

と。 

 

(8)  法第９３条第１項第４号、基幹放送の業務に係る表現の自由享有基  
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準に関する省令（平成２３年総務省令第○○号。以下「自由享有基準」

という。）及び基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準に関する省令

の認定放送持株会社の子会社に関する特例を定める省令（平成２３年

総務省令第○○号。以下「認定放送持株会社の子会社に関する特例」

という。）に規定する要件に適合していること。 

(9)  自由享有基準第３条第１項第３号及び認定放送持株会社の子会社

に関する特例第４条第１項第３号において、次に掲げる地域は隣接す

る放送対象地域として扱う。 

 

北海道と青森県、千葉県と神奈川県、広島県と愛媛県、福岡県と山

口県、兵庫県と徳島県、長崎県と熊本県、鹿児島県と沖縄県 

 

(10)  自由享有基準第８条又は認定放送持株会社の子会社に関する特例

第９条の規定に基づき、一の者が法人又は団体の議決権の１０分の１

又は１００分の３３．３３３３３を超える議決権を有しているか否か

の判定は、一の者の名義に係る議決権のほか、次のアからウまでに掲

げる場合にあっては、当該アからウまでに定めるところにより、これ

らの議決権を合算して行うものとすること。 

 

ア 一の者が自己の計算により議決権を有する場合、その議決権に係る

株式の所有者の名義が異なっていても、その議決権は、当該一の者の

有する議決権とするものとする。また、一の者が、未公開株式（金融

商品取引法（昭和２３年法律第２５号）第２条第１６項に規定する金

融商品取引所に上場されておらず、かつ、同法第６７条の１１第１項

の店頭売買有価証券登録原簿に登録されていない株式をいう。以下同

じ。）に係る議決権の行使について、信託契約に基づき指図を行うこと
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ができる権限を有する場合等、信託の受託者が当該一の者の意思と同

一の内容の議決権を行使すると認められる場合においては、その議決

権は当該一の者の有する議決権とみなす。 

イ 一の者が議決権の２分の１を超える議決権を有する法人又は団体

が、地上基幹放送の業務を行おうとする者の議決権を有する場合、そ

の議決権は、当該一の者の有する議決権とみなす。ただし、一般社団

法人等（一般社団法人、一般財団法人、私立学校法（昭和２４年法律

第２７０号）第３条に規定する学校法人、社会福祉法（昭和２６年法

律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法人、宗教法人法（昭和２

６年法律第１２６号）第４条第２項に規定する宗教法人及び特定非営

利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定する特定

非営利活動法人をいう。以下同じ。）が地上基幹放送の業務を行おうと

する者の議決権を有する場合にあっては、一の者の役員が当該一般社

団法人等の過半数の理事又は責任役員（以下「理事等」という。）を兼

ねているときに、その議決権は当該一の者の有する議決権とみなす。 

 

ウ イの本文の規定は、地上基幹放送の業務を行おうとする者の議決権

を有する法人又は団体と一の者との間にこれらの者と議決権の保有を

通じた関係にある一又は二以上の法人又は団体（以下この号において

「関連法人等」という。）が介在している場合（関連法人等及び当該法

人又は団体がそれぞれその議決権の２分の１を超える議決権を当該一

の者又は他の関連法人等（その議決権の２分の１を超える議決権が当

該一の者又は他の関連法人等によって保有されているものに限る。）に

よって保有されている場合に限る。）に準用する。 
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(11) 認定等をすることが基幹放送普及計画に適合することその他放送の

普及及び健全な発達のために適切であること。 

 

別紙１の基準に合致すること。  

(12) 当該業務を行おうとする者が法第９３条第１項第６号イからルまで

の各規定に該当しないこと。 

 

第４条 この章に規定する審査を行うに当たって必要があると認めるとき

は、申請者に対し、追加資料の提出を求めるものとする。 

 

  

 第３章 衛星基幹放送の業務の認定等  第３章 委託放送業務の認定等 

（趣旨） （趣旨） 

第５条 法第９３条第１項による衛星基幹放送の業務の認定及び第９７条

第１項による放送事項等の変更許可を行うに当たっては、この章に定め

るところによるものとする。 

第５条 法第５２条の１３第１項による委託放送業務の認定及び第５２条

の１７第１項による委託放送事項の変更許可を行うに当たっては、この

章に定めるところによるものとする。 

（認定の基準） （認定の基準） 

第６条 認定は、次の各号に適合していると認めるときに行う。 第６条 認定は、次の各号に適合していると認めるときに行なう。 

(1) 衛星基幹放送の業務に用いられる基幹放送局設備を確保することが

可能であること。 

(1) 受託放送役務の提供を受けることが可能であること。 

基幹放送普及計画（昭和６３年郵政省告示第６６０号）に基づき、基

幹放送局の免許を受けた者において、現に認定基幹放送事業者の衛星基

幹放送の業務の用に供していない周波数があり、申請に係る衛星基幹放

送の業務を確実に実施できること。 

放送普及基本計画（昭和６３年郵政省告示第６６０号）に基づき、受

託国内放送又は受託内外放送をする無線局の免許を受けた者において、

現に受託放送役務の提供をしていない周波数があり、申請に係る委託放

送業務を確実に実施できること。 

(2) 衛星基幹放送の業務を維持するに足りる経理的基礎があること。 (2) 委託放送業務を維持するに足りる財政的基礎があること。 
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衛星基幹放送の業務が確実に開始され、かつ、継続的に運営される

ことを確保するため、経理的基礎が次に適合すること。 

委託放送業務が確実に開始され、かつ、継続的に運営されることを確

保するため、財政的基礎が次に適合すること。 

ア 事業開始までの所要資金の調達見通し ア 事業開始までの所要資金の調達見通し 

事業開始までに必要な資金の調達が可能であり、かつ、その方法が

適正なものであること。 

（同左） 

イ 事業開始後の継続性 イ 事業開始以後の継続性 

事業収支見積りについては、各年度毎に費用が適正に算出され、収

入は合理的な加入予測を基に算出された内容のものであって、事業開

始後において継続的な運営を確保するための資金計画に妥当性がある

こと。 

（同左） 

(3) 衛星基幹放送事業者の業務を維持するに足りる技術的能力は、次に適

合するものであること。 

 

ア 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備が法第 111条第 1項

に定める技術基準に適合するように維持するための運用・保守等の業

務（以下この章において「設備維持業務」という。）を確実に実施す

ることができる適正な要員の配置や緊急時の連絡体制が整備されて

いること。 

 

イ 設備維持業務に従事する者が当該業務を確実に実施することがで

きる実務経験等の能力を有していること。 

 

   (4) 衛星基幹放送の業務に用いられる電気通信設備は、次の要件に適合す

るものであること。 

 

   ア  法第１１１条第２項第１号の規定による設備の損壊又は故障に対

する措置は、別添１による措置が講じられていること。 

 



 

 

9 

 

   イ 法第１１１条第２項第２号の規定による衛星基幹放送の品質に対

する措置は、別添２による品質が適正であるようにすること。 

 

(5) 法第９３条第１項第４号、自由享有基準及び認定放送持株会社の子会

社に関する特例に規定する要件に適合していること。 

この場合において自由享有基準第８条又は認定放送持株会社の子会

社に関する特例第９条の規定に基づき、一の者が法人又は団体の議決権

の１０分の１又は１００分の３３．３３３３３を超える議決権を有して

いるか否かの判定は、一の者の名義に係る議決権のほか、次のアからウ

までに掲げる場合にあっては、次のアからウまでに定めるところによ

り、これらの議決権を合算して行うものとすること。 

(3) 委託して放送をさせることによる表現の自由ができるだけ多くの者

によって享有されるようにするためのものとして規定される規則第１

７条の８に合致すること。 

この場合において、規則第１７条の８の規定に基づき、一の者が法人

又は団体の議決権を有しているか否かの判定は、一の者の名義に係る議

決権のほか、次のアからウまでに定めるところにより、これらの議決権

を合算して行うものとすること。 

ア  一の者が自己の計算により議決権を有する場合、その議決権に係る

株式の所有者の名義が異なっていても、その議決権は、当該一の者

の有する議決権とするものとする。また、一の者が、未公開株式に

係る議決権の行使について、信託契約に基づき指図を行うことがで

きる権限を有する場合等、信託の受託者が当該一の者の意思と同一

の内容の議決権を行使すると認められる場合においては、その議決

権は当該一の者の有する議決権とみなす。 

ア  一の者が自己の計算により議決権を有する場合、その議決権に係る

株式の所有者の名義が異なっていても、その議決権は、当該一の者

の有する議決権とするものとする。また、一の者が、信託契約に基

づき、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）第２条第１６項

に規定する金融商品取引所に上場されておらず、かつ、同法第６７

条の１１第１項の店頭売買有価証券登録原簿に登録されていない株

式に係る議決権の行使について指図を行うことができる権限を有す

る場合等、信託の受託者が当該一の者の意思と同一の内容の議決権

を行使すると認められる場合においては、その議決権は当該一の者

の有する議決権とみなす。 

イ 一の者が議決権の２分の１を超える議決権を有する法人又は団体

が、衛星基幹放送の業務を行おうとする者の議決権を有する場合、

その議決権は、当該一の者の有する議決権とみなす。ただし、一般

イ 一の者が議決権の２分の１を超える議決権を有する法人又は団体

が、委託放送業務を行おうとする者の議決権を有する場合、その議

決権は、当該一の者の有する議決権とみなす。ただし、一般社団法
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社団法人等が、衛星基幹放送の業務を行おうとする者の議決権を有

する場合にあっては、一の者の役員が当該一般社団法人等の過半数

の理事等を兼ねているときに、その議決権は当該一の者の有する議

決権とみなす。 

人等（一般社団法人、一般財団法人、私立学校法（昭和２４年法律

第２７０号）第３条に規定する学校法人、社会福祉法（昭和２６年

法律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法人、宗教法人法（昭

和２６年法律第１２６号）第４条第２項に規定する宗教法人及び特

定非営利活動促進法（平成１０年法律第 7 号）第２条第２項に規定

する特定非営利活動法人をいう。以下同じ。）が、委託放送業務を行

おうとする者の議決権を有する場合にあっては、一の者の役員が当

該一般社団法人等の過半数の理事又は責任役員を兼ねているとき

に、その議決権は当該一の者の有する議決権とみなす。 

ウ イの本文の規定は、衛星基幹放送の業務を行おうとする者の議決

権を有する法人又は団体と一の者との間にこれらの者と議決権の保

有を通じた関係にある一又は二以上の法人又は団体（以下この号に

おいて「関連法人等」という。）が介在している場合（関連法人等及

び当該法人又は団体がそれぞれその議決権の２分の１を超える議決

権を当該一の者又は他の関連法人等（その議決権の２分の１を超え

る議決権が当該一の者又は他の関連法人等によって保有されている

ものに限る。）によって保有されている場合に限る。）に準用する。 

ウ イの本文の規定は、委託放送業務を行おうとする者の議決権を有

する法人又は団体と一の者との間にこれらの者と議決権の保有を通

じた関係にある一又は二以上の法人又は団体（以下「関連法人等」

という。）が介在している場合（関連法人等及び当該法人又は団体が

それぞれその議決権の２分の１を超える議決権を当該一の者又は他

の関連法人等（その議決権の２分の１を超える議決権が当該一の者

又は他の関連法人等によって保有されているものに限る。）によって

保有されている場合に限る。）に準用する。 

(6) 認定をすることが基幹放送普及計画に適合することその他放送の普

及及び健全な発達のために適切であること。 

(4) 認定をすることが放送の普及及び健全な発達のために適切であるこ

と。 

別紙２の基準に合致すること。 別紙１の基準に合致すること。 

(7) 当該業務を行おうとする者が、法第９３条第１項第６号イからルまで

（ホを除く。）の各規定に該当しないこと。 

(5) 当該業務を行おうとする者が、法第５２条の１３第１項第５号イから

リまでの各規定に該当しないこと。 

（優先順位） （優先順位） 
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第７条 衛星基幹放送の業務に関し前条各号に適合する衛星基幹放送事業

者に指定することのできる周波数が不足する場合には、別紙３の基準に

より比較審査を行うものとする。 

第７条 特別衛星放送を委託して行わせる委託放送業務に関し、前条各号に

適合する委託放送事業者に指定することのできる周波数が不足する場合

には、別紙２の基準により比較審査を行うものとする。 

［削除］ ２ 一般衛星放送を委託して行わせる委託放送業務に関し、前条各号に適合

する委託放送事業者に指定することのできる周波数が不足する場合に

は、同条第１号から第４号までに適合する度合いから見て最も公共の福

祉に寄与するものが優先するものする。 

（認定の際の指定事項の指定の方法） （認定の際の指定事項の指定の方法） 

第８条 指定事項（法第９４条第１項各号に掲げる事項（規則第７０条の規

定に基づき併せて指定することとされている事項を含む。）をいう。以下

同じ。）の指定の際には、申請者が希望する指定事項をそのまま指定する

ものとする。ただし、電波の公平かつ能率的な利用並びに衛星基幹放送

の普及及び健全な発達の観点から、当該希望する指定事項をそのまま指

定して認定を行うことが困難な場合であって、申請者から書面による同

意を得たときは、職権により、当該指定事項以外の指定事項を指定する

ものとする。 

第７条の２ 指定事項（法第５２条の１４第１項各号に掲げる事項（規則第

１７条の１４の規定に基づき併せて指定することとされている事項を含

む。）をいう。以下同じ。）の指定の際には、申請者が希望する指定事項

をそのまま指定するものとする。ただし、電波の公平かつ能率的な利用

並びに衛星放送の普及及び健全な発達の観点から、当該希望する指定事

項をそのまま指定して認定を行うことが困難な場合であって、申請者か

ら書面による同意を得たときは、職権により、当該指定事項以外の指定

事項を指定するものとする。 

（放送事項の変更許可の基準） （委託放送事項の変更許可の基準） 

第９条 法第９７条第１項の規定による放送事項の変更の許可を行うに当

たっては、第６条の規定を準用して審査するとともに、当該放送事項の

変更により当該衛星基幹放送の業務の同一性が失われないかどうかを審

査し、同条の規定に適合し、かつ、同一性が失われない場合は許可する

ものとする。ただし、複数の衛星基幹放送の業務（放送衛星業務用の周

波数以外の周波数（国際電気通信連合憲章に規定する無線通信規則付録

第８条 法第５２条の１７第１項の規定による委託放送事項の変更の許可

を行うに当たっては、第６条の規定を準用して審査するとともに、当該

委託放送事項の変更により当該委託放送業務の同一性が失われないかど

うかを審査し、同条の規定に適合し、かつ、同一性が失われない場合は

許可するものとする。ただし、複数の委託放送業務（放送衛星業務用の

周波数以外の周波数を使用するものに限る。）の認定を受けている者が、
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第３０号の規定に基づき我が国に割り当てられた１１．７ＧＨｚから１

２．２ＧＨｚまでの放送衛星業務に使用される周波数を使用して行われ

る衛星基幹放送以外の衛星基幹放送に使用される周波数をいう。以下別

紙３において同じ。）を使用するものに限る。）の認定を受けている者が、

当該衛星基幹放送の業務の伝送容量等（一秒におけるシンボル数、一秒

における基準シンボル数、一秒における伝送容量又は一秒における基準

伝送容量のことをいう。以下この条において同じ。）の合計の範囲内で、

一部の衛星基幹放送の業務を廃止するとともに他の衛星基幹放送の業務

の放送の音質、画質等の向上のためその指定された伝送容量等を増加す

る場合であって、伝送容量等を増加する衛星基幹放送の業務の放送事項

に、廃止する衛星基幹放送の業務の放送事項の全部又は一部を加える場

合は、衛星基幹放送の業務の同一性は失われないものとみなす。 

当該委託放送業務の伝送容量等（一秒におけるシンボル数、一秒におけ

る基準シンボル数、一秒における伝送容量又は一秒における基準伝送容

量のことをいう。以下この条において同じ。）の合計の範囲内で、一部の

委託放送業務を廃止するとともに他の委託放送業務の放送の音質、画質

等の向上のためその指定された伝送容量等を増加する場合であって、伝

送容量等を増加する委託放送業務の委託放送事項に、廃止する委託放送

業務の委託放送事項の全部又は一部を加える場合は、委託放送業務の同

一性は失われないものとみなす。 

第１０条 この章に規定する審査を行うに当たって必要があると認めると

きは、申請者に対し、追加資料の提出を求めるものとする。 

第８条の２ この章に規定する審査を行うに当たって必要があると認める

ときは、申請者に対し、追加資料の提出を求めるものとする。 

  

 第４章 一般放送の業務の登録等  

  （登録）  

第１１条 法第１２６条第１項の登録の申請があった場合においては、次条

の規定により登録を拒否する場合を除き、登録を行うものとする。 

 

（登録の拒否）  

第１２条 法第１２６条第２項の申請書を提出した者が次の各号のいずれか

に該当するとき、又は当該申請書若しくはその添付書類のうちに重要な事
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項について虚偽の記載があり、若しくは重要な事項の記載が欠けていると

きは、その登録を拒否するものとする。 

(1) 法に規定する罪を犯して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わ

り、又はその執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者 

 

(2) 法第１０３条第１項又は第１０４条（第５号を除く。）の規定により

認定の取消しを受け、その取消しの日から２年を経過しない者 

 

(3) 法第１３１条の規定により登録の取消しを受け、その取消しの日か

ら２年を経過しない者 

 

  (4) 電波法第７５条第１項又は第７６条第４項（第４号を除く。）の規定

により基幹放送局の免許の取消しを受け、その取消しの日から２年を経

過しない者 

 

  (5) 法人又は団体であって、その役員が前各号のいずれかに該当する者で

あるもの 

 

(6) 一般放送の業務を適確に遂行するに足りる技術的能力を有しない者  

   次の各要件に該当する場合は、技術的能力を有するものと認める。  

ア 一般放送の業務に用いられる電気通信設備を規則第５章第２節

に定める技術基準に適合するように維持するための運用・保守等の

業務（以下「設備維持業務」という。）を行うに必要な能力を有し

ていること。 

 

(ｱ) 設備維持業務を自ら行う場合  

設備維持業務に従事する者が、実務経験等からみて設備維持業

務を行うに必要な能力を有する者と認められるものであること。 
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(ｲ) 設備維持業務を電気通信事業を営む者その他の者に委託する

場合 

 

設備維持業務を受託する者が、実務経験、事業実績等からみて

設備維持業務を行うに必要な能力を有する者と認められるもので

あること。 

 

イ 設備維持業務を確実に実施することができる体制が整備されて

いること。 

 

  (7) 法第１３６条第１項の総務省令で定める技術基準に適合する一般放

送の業務に用いられる電気通信設備を権原に基づいて利用できない者 

 

申請書の添付書類その他これに準ずるもの等により、利用しようと

する一般放送の業務に用いられる電気通信設備を、次の基準に照らし

て確実に利用できると認められる場合は、当該設備を権原に基づいて

利用できる者と認める。 

 

   ア 衛星一般放送  

     衛星一般放送の業務に用いられる電気通信設備は、次に適合するも

のであること。 

 

    (ア) 法第１３６条第２項第１号の規定による設備の損壊又は故障に

対する措置は、別添１による措置が講じられていること。 

 

    (イ) 法第１３６条第２項第２号の規定による衛星一般放送の品質に

対する措置は、別添２による品質が適正であるようにすること。 

 

   イ 有線一般放送  
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    (ア) 安全・信頼性基準 

【別途意見公募を行うもの】 

(イ) 品質基準  

法第１３６条第２項第２号の規定による一般放送の品質は、有

線一般放送の品質に関する技術基準を定める省令（平成 23 年総務

省令第●●号）によること。なお、有線一般放送の品質に関する

技術基準を定める省令に規定する技術上の基準については、複数

の波長の光を多重して伝送する場合の光の波長は、別添３に掲げ

るものであること。ただし、別添３に掲げる波長以外の光にあっ

ては、当該光以外の光に対して、映像、音声、その他の音響又は

データに障害を与えないものであることを確認すること。 

 

（登録の処理期間） 

第１３条 法第１２６条並びに規則第１１２条及び第１１４条の定めると

ころにより、所定の事項を記載した申請書及び添付書類の提出があった場

合は、次の各号により登録又は登録の拒否を行うものとする。 

 

(1) 申請者が法第１２８条各号のいずれにも該当しないときは、原則と

して申請の日から１箇月以内に法第１２７条第１項の規定に基づき登

録を行う。 

 

(2) 登録の申請の日から１箇月以内に登録を実施することができないお

それがある場合は、申請の日から３週間以内にその旨を申請者に通知す

る。この場合においては、申請の日から１.５箇月以内に登録又は登録

の拒否を行う。 

 

(3) 登録を行ったときは、法第１２７条第２項の規定に基づき、遅滞な  
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く、その旨を文書により申請者に通知する。 

（登録の準用）  

第１４条 第１１条から前条までの規定は、法第１３０条第１項の変更登録

について準用する。この場合において、第１１条中「法第１２６条第１項

の登録」とあるのは「法第１３０条第１項の変更登録」と、第１２条中「法

第１２６条第２項の申請書を提出した者が次の各号」とあるのは「法第１

３０条第２項の申請書を提出した者が次の各号（第３号を除く。）」と、第

１３条中「法第１２６条並びに規則第１１２条及び第１１４条」とあるの

は「法第１３０条及び規則第１１８条」と、「法第１２８条各号」とある

のは「法第１２８条各号（第３号を除く。）」と読み替えるものとする。 

 

  

第５章 受信障害区域における再放送  

（区域に係る基準） 

第１５条 規則第１３０条第１項第２号に定める指定再放送事業者の指定

に関する基準のうち有線テレビジョン放送を行う区域に係るものについ

ては、規則１２９条第１項に掲げる区分に応じ、それぞれ、登録一般放送

事業者である有線テレビジョン放送事業者が次の各号に掲げる基準のい

ずれかを満たすものであることとする。 

 

(1) 受信障害区域内のみにおいて義務再放送を行う場合 当該受信障害区

域のみを業務区域とすること。 

(2) 受信障害区域の属する市町村（特別区を含むものとし、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項に規定する指定都市に

あっては、区とする。以下「市町村」という。）に隣接する市町村の区域
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において設置されるテレビジョン放送を行うための有線電気通信設備と

一体として当該受信障害区域に設置された有線電気通信設備を用いて義

務再放送を行う場合 当該受信障害区域については、前号の要件を満たす

ものであり、受信障害区域の属する市町村に隣接する市町村については次

号の要件を満たすこと 

(3) 有線テレビジョン放送を行う場合（前２号に掲げる場合を除く。） 次

のいずれかを満たすこと。 

 

ア 現に有線テレビジョン放送を行う一の市町村（特別区を含み地方自治

法第２５２条の１９に規定する指定都市にあっては区とする。以下同

じ。）の人口集中地区の大半が業務区域に含まれていること。 

 

イ 一の市町村の人口集中地区の大半を業務区域とする将来計画（業務区

域としない区域については、河川が市町村の区域を分断している等地形

上やむを得ない区域その他の自然的社会的文化的諸事情に照らし業務

区域とすることが必ずしも適切であると認められない区域とする将来

計画に限る。）について、有線テレビジョン放送を行うことに関し有線

電気通信設備の設備計画が合理的であり、かつ、その実施が確実なもの

と認められること。 

 

第１６条 法第１４０条に定める受信の障害が発生している区域とは、次に

掲げる区域をいう。 

 

(1) デジタル放送を行う放送局の電界強度（地上１０メートルの高さに

おけるものとする。）が、５１dBμV/m 未満である区域 

 

(2) 混信により、テレビジョン放送の良好な受信ができないか又は困難

である場合であって、当該混信を容易に解消することができないと認め
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られる区域 

  

第６章 認定放送持株会社の認定 第４章 認定放送持株会社の認定 

（趣旨） （趣旨） 

第１７条 法第１５９条第２項の規定による認定放送持株会社の認定を行

うに当たっては、この章に定めるところによるものとする。 

第９条 法第５２条の３０第２項の規定による認定放送持株会社の認定を

行なうに当たっては、この章に定めるところによるものとする。 

（認定の基準） （認定の基準） 

第１８条 認定は、次の各号に適合していると認めるときに行う。 第１０条 認定は、次の各号に適合していると認めるときに行う。 

(1) ２以上の基幹放送事業者（当該２以上の基幹放送事業者に１以上の地

上基幹放送の業務を行う者が含まれる場合に限る。）をその子会社とし、

又はすることが認められること。 

(1) ２以上の一般放送事業者（当該２以上の一般放送事業者に１以上の地

上系一般放送事業者（人工衛星の無線局以外の無線局により放送を行う

一般放送事業者をいう。）が含まれる場合に限る。）をその子会社とし、

又はすることが認められること。 

(2) 申請対象会社が株式会社であること。 (2) （同左） 

(3) 申請対象会社が、基幹放送事業者でないこと。 (3) 申請対象会社が、一般放送事業者でないこと。 

(4) 申請対象会社の子会社である基幹放送事業者及びこれに準ずる者と

して規則第１５２条各号に掲げる者の株式の取得価額の合計額の規則

第１５３条の規定による当該申請対象会社の総資産の額に対する割合

が、常時、１００分の５０を超えることが確実であると見込まれること。 

この場合において、規則第１５２条第３号の「主として」とは、原則

として、密接に関連する業務に係る収入又は資産の合計金額の当該業務

を行う者の総収入又は総資産の額に対する割合が１００分の５０を超

える場合をいい、同号の「密接に関連する業務」とは、同号の基幹放送

(4) 申請対象会社の子会社である一般放送事業者及びこれに準ずる者と

して規則第１７条の２８の２各号に掲げる者の株式の取得価額の合計

額の規則第１７条の２８の３の規定による当該申請対象会社の総資産

の額に対する割合が、常時、１００分の５０を超えることが確実である

と見込まれること。 

この場合において、規則第１７条の２８の２第５号の「主として」と

は、原則として、密接に関連する業務に係る収入又は資産の合計金額の

当該業務を行う者の総収入又は総資産の額に対する割合が１００分の
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事業者のために行う次の業務をいうものとする。 ５０を超える場合をいい、同号の「密接に関連する業務」とは、同号の

一般放送事業者のために行う次の業務をいうものとする。 

ア 放送番組を制作し、放送番組の制作に必要な装置を作成し、又は放

送に必要な施設を建設し、若しくは管理する業務 

ア （同左） 

イ 基幹放送事業者に対し、放送番組の制作に必要な装置若しくは放送

に必要な施設又は放送番組の制作に必要な人員若しくは放送に必要

な施設の管理に必要な人員を供給する業務 

イ 一般放送事業者に対し、放送番組の制作に必要な装置若しくは放送

に必要な施設又は放送番組の制作に必要な人員若しくは放送に必要

な施設の管理に必要な人員を供給する業務 

ウ 放送の進歩発達に必要な調査研究を行う業務 ウ （同左） 

エ 基幹放送事業者の業務に係る情報の処理に関する業務を行う業務 エ 一般放送事業者の業務に係る情報の処理に関する業務を行う業務 

オ 基幹放送事業者の放送番組に係る著作物について、その複製物を作

成し、又は頒布する業務 

オ 一般放送事業者の放送番組に係る著作物について、その複製物を作

成し、又は頒布する業務 

カ 基幹放送事業者において放送される放送広告を制作又は販売する

業務 

カ 一般放送事業者において放送される放送広告を制作又は販売する

業務 

キ 基幹放送事業者の放送に係る音楽著作物を管理又は運用する業務 キ 一般放送事業者の放送に係る音楽著作物を管理又は運用する業務 

ク 基幹放送事業者の放送業務に係る不動産を賃貸又は管理する業務 ク 一般放送事業者の放送業務に係る不動産を賃貸又は管理する業務 

ケ 基幹放送事業者及び規則第１５２条各号に掲げる者（子会社に限

る。）の管理を行う業務 

ケ 一般放送事業者及び規則第１７条の２８の２各号に掲げる者（子会

社に限る。）の管理を行う業務 

コ 上記に掲げるもののほか、これらに類するもの  コ （同左） 

(5) 申請対象会社及びその子会社の収支の見込みが良好であること。 (5) （同左） 

法第１５９条第４項に規定する事業計画書及び規則第１５７条第３号

に規定する申請対象会社及びその子会社の事業収支の見積りについて

は、その事業計画の内容に照らして客観的に適切な内容のものであり、

法第５２条の３０第４項に規定する事業計画書及び規則第１７条の

２８の７第３号に規定する申請対象会社及びその子会社の事業収支の

見積りについては、その事業計画の内容に照らして客観的に適切な内容
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確実にその事業を実施できるものであること。 のものであり、確実にその事業を実施できるものであること。 

(6) 申請対象会社が、法第１５９条第２項第５号イからリまでの各規定 

に該当しないこと。 

(6) 申請対象会社が、法第５２条の３０第２項第５号イからリまでの各規

定に該当しないこと。 

  

別紙１（第３条関係）  

第３条(11)による審査は、関係法令、基幹放送普及計画及び基幹放送用周

波数使用計画によるほか、下記の基準によることとする。 

 

記  

１ 放送番組の編集及び放送は、次に掲げる事項に適合するものでなければ

ならない。 

 

(1) 公安及び善良な風俗を害しないこと。  

(2) 政治的に公平であること。  

(3) 報道は、事実をまげないですること。  

(4) 意見が対立している問題については、できるだけ多くの角度から論

点を明らかにすること。 

 

(5) テレビジョン放送を行う地上基幹放送の業務（放送大学学園法（平

成１４年法律第１５６号）第３条に規定する放送大学学園（以下「学

園」という。）の業務を除く。）又は中波放送若しくは超短波放送を行

う地上基幹放送の業務（協会のものに限る。）は、特別な事業計画に

よるものを除き、次の放送がいずれも行われ、かつ、全ての放送の間

に調和が保たれているものであること。 

 

(一) 教育番組（学校教育又は社会教育のための放送の放送番組をい  
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う。以下同じ。）又は教養番組（教育番組以外の放送番組であって、

国民の一般的教養の向上を直接の目的とするもの。以下同じ。）の

放送 

(二) 報道を目的として行う放送  

(三) 娯楽を目的として行う放送  

(6) テレビジョン放送を行う地上基幹放送の業務（総合放送を行うもの

に限る。）は、教養番組及び教育番組並びに報道番組及び娯楽番組を

設け、一週間の放送番組中、教育番組 10％以上、教養番組 20％以上

を確保し、放送番組の相互の間の調和を図ること。 

 

２ 教育的効果を目的とする放送を専ら行う地上基幹放送の業務であると

きは、次に掲げるところに合致するものであること。 

 

(1) 一週間の放送時間（補完放送（電波法施行規則（昭和２５年電波監理

委員会規則第１４号）第２条第１項第２８号の１７に規定する補完放

送をいう。以下同じ。）であって、テレビジョン放送の映像に伴うもの

以外のものの放送の放送番組の放送時間を除く。(１)において同じ。）

において、教育番組の放送時間がその５０パーセント以上を占めるも

のであること。この場合において、教育番組の放送時間が１００パー

セントに満たないものであるときは、その残りの放送時間の大部分が

教養番組の放送によって占められるものであること。また、補完放送

であって、テレビジョン放送の映像に伴うもの以外のものの放送を行

うときは、教育番組又は教養番組をできる限り多く設けるものである

こと。 

 

(2) 学校教育のための放送又は社会教育のための放送の分量及び配列が  
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当該放送の意図する効果をもたらすために適切なものであること。 

(3) (1)に規定する放送以外の放送の業務を行うときは、その内容、分量

及び配列が(1)に規定する放送の実施に支障を与えないものであり、

かつ、その放送の効果を阻害しないものであること。 

 

３ 学園の放送の業務であるときは、２にかかわらず次に掲げるところに合

致するものであること。 

 

(1) 一週間の放送時間において、その全てが学園が設置する大学（以下

「放送大学」という。）の教育課程に定める授業科目の授業として行わ

れる放送（以下「授業放送」という。）及び放送大学に関する告知放送

によって占められるものであること。 

 

(2) (1)の場合において、授業放送以外の放送を行うときは、その分量及

び配列が授業放送に支障を与えないものであること。 

 

４ 臨時目的放送を専ら行う地上基幹放送の業務であるときは、その放送番

組は、当該目的の達成のために必要な範囲内のものであること。 

 

５ テレビジョン放送を行う地上基幹放送の業務は、静止し、又は移動する

事物の瞬間的影像を視覚障害者に対して説明するための音声その他の音

響を聴くことができる放送番組及び音声その他の音響を聴覚障害者に対

して説明するための文字又は図形を見ることができる放送番組をできる

限り多く設けるものであること。 

 

６ 申請者（学園及び臨時目的放送の業務を行おうとする者を除く。８にお

いて同じ。）は、放送番組の種別及び放送の対象とする者に応じた放送番

組の編集の基準を定め、かつ、その基準に従って放送番組の編集及び放

送を行うものであること。 
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７ ６の基準を定め、又は変更した場合には、法第５条第２項の規定により、

これを公表するものであること。 

 

８ 申請者は、法第６条第１項に規定する放送番組審議機関を設置するもの

であること。 

 

９ 外国語放送の業務を行う地上基幹放送の業務にあっては、国際交流の増

進を目的として、外国語による放送を通じて日本人が海外の文化、産業

その他の事情を理解すること及び本邦に居住又は滞在する多くの国籍の

外国人が我が国の文化、産業その他の事情を理解することに資するもの

であること。 

 

10 その地上基幹放送の業務を行うことにより一の地上基幹放送の放送対

象地域内において又は放送対象地域の大部分を共通にして二以上の地上

基幹放送の業務を行う者がいることとなる場合に、その地上基幹放送の

放送番組が他の地上基幹放送の放送番組と一日の放送時間（補完放送で

あって、超短波放送の主音声又はテレビジョン放送の映像に伴うもの以

外のものの放送の放送番組の放送時間を除く。）の三分の一以上完全に同

一のものとなってはならないこと。ただし、次に掲げる地上基幹放送に

ついては、この限りでない。 

 

(1) 放送の種類を異にする地上基幹放送局を用いて行う地上基幹放送  

(2) 同一周波数による地上基幹放送局を用いて行う地上基幹放送  

(3) 試験放送  

(4) 総務大臣が放送番組及び受信機の状況等によりその地方及び受信者

が受ける利益、事業経営の合理性、過去の業績等を参酌し、公益上特に

必要があると認められる地上基幹放送 
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11 地上基幹放送の業務（試験放送を行う基幹放送局を用いて行う地上基幹

放送の業務を除く。）は、毎日放送を行うものであること。ただし、テレ

ビジョン音声多重放送を行う地上基幹放送の業務は、この限りでない。 

 

12 コミュニティ放送を行う地上基幹放送の業務（当該放送の電波に重畳し

て多重放送を行う地上基幹放送の業務を含む。以下同じ。）にあっては、

11 にかかわらず、できる限り毎日（スポーツ、レクリエーション、教養

文化活動等の活動に資するための施設であって季節的に利用されるもの

の整備された区域における季節的な需要に応えるためのコミュニティ放

送を行う基幹放送局にあっては、当該需要に応えるために必要な期間内

においてできる限り毎日）放送を行うものであること。 

 

13 地上基幹放送の業務の放送の時間であって、他人の利用に供するものに

ついては、その利用の度合において一部の利用者の独占となるものでな

いこと。 

 

14 試験放送を行う基幹放送局を用いて行う地上基幹放送の業務の場合は、

その放送番組は、その局の目的とする試験、研究又は調査のために必要

な範囲内のものであり、他人の営業に関する広告を含むものでないこと。 

 

15 国際放送を行う地上基幹放送の業務は、次の各号の条件を満たすもので

なければならない。 

 

(1) 海外同胞向けの適切な報道番組及び娯楽番組を有するもの又は我が

国の文化、産業その他の事情を紹介して我が国に対する正しい認識を培

い、及び普及すること等によって国際親善の増進及び外国との経済交流

の発展に資するものであること。 

 

(2) 申請者は、放送番組の種別及び放送の対象とする者に応じた放送番  
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組の編集の基準を定め、かつ、その基準に従って放送番組の編集及び放

送を行うものであること。 

(3) 申請者は、審議機関を設置するものであること。  

(4) 国際放送を行うための十分な計画を有し、かつ、これを確実に実施

することができるものであること。 

 

16 コミュニティ放送を行う地上基幹放送の業務の認定等は、12 の基準に

よるほか、次の各号の条件を満たすものでなければならない。 

 

(1) コミュニティ放送を行おうとする地域（コミュニティ放送を行う地

上基幹放送事業者又はコミュニティ放送を行う地上基幹放送の業務の

認定等を受けようとする者が、地域住民の需要に応え放送を実施しよ

うとする地域をいう。以下「放送を行おうとする地域」という。）は、

一の市町村の一部の区域であること。 

 

   なお、地域的一体性が認められる場合には、当該区域に接する市町

村の一部の区域（以下「隣接する一部の区域」という。）を併せた区域

とすることができ、さらに、住民のコミュニティとしての一体性が認

められる場合には、隣接する一部の区域に隣接する市町村の一部の区

域に及ぶことも差し支えない。 

 

（注１）隣接する市町村との地域的一体性が認められる場合とは、市町村

の広域連合といった行政的一体性、地域の主要産業、観光、商業といっ

た経済圏としての一体性が認められる場合をいう。 

 

（注２）住民のコミュニティとしての一体性が認められる場合とは、公

立の小中学校への通学、日常生活の用に供する食料品等の買い物、日

刊新聞紙の折り込み広告等地元情報の日常的な流通等、住民が日常生
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活や社会生活を営む上で一つのコミュニティとしての一体性があり、

同じ地域情報を共有する観点から一の放送を行おうとする地域とする

ことが相当と認められる場合をいう。 

(2) 認定等の主体としては、次の各条件に適合しているものであるこ

と。 

 

ア 認定等を受けようとする者は、法人格を有する団体（設立準備中

の法人を含む。）であることが望ましい。 

 

イ 申請者の事業目的が、法の趣旨に照らした公共性を有し、かつ、

大きな社会的影響力を有する放送事業を行うのに不適切な内容のも

のでないこと。 

 

ウ 申請者が次に規定するものの場合は、ア及びイによるほか次の条

件に適合しているものであること。 

 

(ア) 有線一般放送の業務を行う一般放送事業者  

原則認定等の主体として認めないが、申請者が放送を行おうと

する地域において、他にコミュニティ放送の業務の認定等を受け

ようとする者がいないこと、放送を行おうとする地域の住民から

コミュニティ放送を行うことについて強い要望があること等の事

情から、一般放送事業者がコミュニティ放送を行うことが、当該

地域におけるコミュニティ放送の普及等のため特に必要があると

判断される場合に限り、認定等の主体として認める。 

 

(イ) 公益法人  

当該公益法人（公益社団法人、公益財団法人及び特例民法法人

をいう。）の所管庁の監督権が番組編成権に及ばないことを確認し
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た上で認定等の主体として認める。 

(3) 地域密着性の確保のため、次の各条件に適合しているものであるこ

と。 

 

ア 放送番組の編集  

放送を行おうとする地域に密着した各種の情報（地域の行政情報・

タウン情報・交通情報・観光情報等）に関する番組等、当該地域の住

民の要望に応える放送が、１週間の放送時間の５０％以上を占めてい

ることが望ましい。 

 

イ 役員等  

発起人及び役員（予定者を含む。）については、できる限り放送を

行おうとする地域内に住所を有する者であること。 

 

また、主たる出資者（予定者を含む。）についても、できる限り放

送を行おうとする地域に住所を有する者（当該地域に事業活動の拠点

（支社、支店等）を有する者を含む。）であること。 

 

ウ 審議機関の委員  

審議機関の委員は、できる限り放送区域内に住所を有する者である

こと。 

 

(4) 地方自治体の意見照会について  

ア 審査の参考とするため、当該放送の業務を行おうとする地域が、コ

ミュニティ放送の特性が十分発揮されることが見込まれる区域であ

り、公共の福祉の増進に寄与するものであるかどうか等について、当

該市町村長に意見を照会すること。 
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複数市町村に対して放送を行おうとする場合も、当該複数市町村に

対して照会をすること。 

 

なお、地形、地勢等の理由により、やむを得ず放送を行おうとする

地域以外で放送区域になってしまう市町村に対しては、照会の必要は

ない。 

 

イ 当該放送の業務を行おうとする地域の周辺の市区町村を通じて新

たなコミュニティ放送の業務の計画の情報等について調査すること。 

 

17 イベント放送を行う地上基幹放送の業務の認定等は、次の基準によるも

のとする。 

 

(1) イベント放送を行おうとするイベントは、次の各条件に適合してい

るものであること。 

 

ア 国又は地方公共団体が主催し、後援し、又は協賛する等国又は地方

公共団体が当該イベントに関与しているものであること。 

 

イ 参加者又は入場者を限定しないものであること。  

ウ 会期は、原則として６か月以下であること。  

エ 同一場所で継続して行うものであること。  

オ 放送の業務を行うことが、特に必要と認められ、かつ、当該イベン

トの計画に組み込まれていること。 

 

(2) 認定等の主体としては、イベントの主催者（国又は地方公共団体を

除く。）又はイベントの主催者の委託により当該イベント全般の運営を

行う者であること。 

 

(3) 放送対象地域は、イベント会場及びその周辺であること。  
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(4) 放送番組は、イベントの円滑な運営に資するとともに、これに参加

し、又は入場する者の利便及び安全を確保するために必要な範囲内のも

のであること。 

 

18 臨時災害放送を行う地上基幹放送の業務の認定等は、次の基準によるも

のとする。 

 

(1) 認定等主体としては、被災地の地方公共団体等、災害対策放送を行

うのに適した団体であること。 

 

(2) 放送対象地域は、災害対策に必要な地域の範囲内であること。  

(3) 放送番組は、被災地における被災者への支援及び救援活動等の円滑

な実施を確保するために必要な範囲内のものであること。 

 

19 コミュニティ放送局の電波に重畳して多重放送を行う地上基幹放送の

業務の認定等は、次の基準によるものとする。 

 

(1) 認定等の主体としては、次に掲げるいずれかの者であること。  

ア コミュニティ放送を行う地上基幹放送事業者又はコミュニティ放

送の業務の認定等を受けようとする者（以下この項において「コミュ

ニティ放送事業者」という。）であって、当該コミュニティ放送事業

者が開設するコミュニティ放送局の無線設備を共用して多重放送を

行おうとするもの。 

 

イ コミュニティ放送事業者が開設するコミュニティ放送局の無線設

備を共用して多重放送を行おうとするもの。 

 

(2) 地域密着性の確保のため、16(3)の条件に適合しているものであるこ

と。 
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20 イベント放送局の電波に重畳して多重放送を行う地上基幹放送の業務

の認定等は、次の基準によるものとする。 

 

(1) 認定等の主体としては、次に掲げるいずれかの者であること。  

ア 認定等の主体としては、イベントの主催者（国又は地方公共団体を

除く。）又はイベントの主催者の委託により当該イベント全般の運営

を行う者であって、イベント放送局の無線設備を利用して多重放送を

行おうとするもの。 

 

イ 地上基幹放送事業者が開設するイベント放送局の無線設備を利用

して多重放送を行おうとするもの。 

 

(2) 放送対象地域は、イベント会場及びその周辺であること。  

(3) 放送番組は、イベントの円滑な運営に資するとともに、これに参加

し、又は入場する者の利便及び安全を確保するために必要な範囲内のも

のであること。 

 

21 臨時災害放送局の電波に重畳して多重放送を行う地上基幹放送の業務

の認定等は、次の基準によるものとする。 

 

(1) 認定等の主体としては、次に掲げるいずれかの者であること。  

ア 認定等の主体としては、被災地の地方公共団体等、災害対策放送を

行うのに適した団体であって、自らが行う臨時災害放送に重畳して多

重放送を行おうとするもの。 

 

イ 特定地上基幹放送事業者又は基幹放送局提供事業者が開設する臨

時災害放送局の無線設備を共用して多重放送を行おうとするもの。 

 

(2) 放送対象地域は、災害対策に必要な地域の範囲内であること。  
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(3) 放送番組は、被災地における被災者への支援及び救援活動等の円滑

な実施を確保するために必要な範囲内のものであること。 

 

22 その他  

(1) 地上基幹放送の業務に用いられる演奏設備は、次のとおりであるこ

と。 

 

ア 演奏設備とは、主調整装置、演奏室、調整装置等とする。  

イ 主調整装置が放送対象地域外に設置される場合においては、放送対

象地域内にある主要な演奏設備がある場所を第 1 演奏所とする。 

 

(2) 中継局の演奏所設備  

中継局において、親局と異なる放送番組の放送を行う場合の当該中継

局の演奏所は、次のとおりであること。（別図①～⑤参照） 

 

ア 親局の演奏設備を利用して親局と異なる放送番組（広告（CM）のみ

の場合を含む。）を放送する事業計画を有するものであること。（別図

③参照） 

 

イ 親局の演奏設備から番組の供給を受けるとともに、当該中継局にお

いて親局と異なる放送番組の制作をしているものであること。（別図

④参照） 

 

(3) 緊急警報放送  

緊急警報は、次のとおりであること。  

ア 災害の発生の予防又は被害の軽減に資するために緊急警報信号を

使用して、災害に関する放送を行うものであること。 

 

イ 災害対策基本法第５７条の規定に基づく災害対策基本法施行令第  
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２２条の規定により基幹放送事業者と都道府県知事等との間に緊急

警報信号の使用について協定が締結されているか又は締結の見込み

があること。 

ウ 緊急警報信号を前置して行う津波警報が迅速かつ正確に伝達され

るよう、基幹放送事業者は、その地域を管轄する管区気象台（沖縄は

沖縄気象台）等から情報を得ること。 

 

エ 上記イ及びウの情報伝達体制及びこれに関する連絡責任者が明ら

かであること。 

 

オ 使用する地域符号は、地域共通符号並びに当該基幹放送事業者の放

送対象地域（中波放送についてはテレビジョン放送の放送対象地域に

準ずる地域。以下同じ。）の県域符号及び広域符号とする。ただし、

短波放送及び衛星を利用した放送の場合は、この限りでない。 

 

カ 基幹放送事業者が当該事業者の放送対象地域以外の地域の県域符

号を使用する場合は、当該基幹放送事業者の放送対象地域以外の地域

の相当部分（おおむね総世帯数の１０分の１以上とする。）が当該基

幹放送事業者の基幹放送の業務に係る放送局の放送区域内であるこ

と、又は当該基幹放送事業者の放送について、相当数の者（おおむね

5 万世帯以上とする。）による日常的な視聴実態があること。 

 

別図  
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別紙２（第６条関係） 別紙１（第６条関係） 

第６条(6)による審査は、関係法令、基幹放送普及計画及び基幹放送用周

波数使用計画によるほか、下記の基準によることとする。 

第６条(4)による審査は、関係法令、放送普及基本計画、放送用周波数使

用計画によるほか、下記の基準によることとする。 

記 記 

１ その業務の認定を受けようとする者（以下別紙２において「申請者」と

いう。）が確実にその事業の計画を実施することができること。 

１ （同左） 
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２ その放送番組の編集は、次に掲げる事項に適合するものでなければなら

ない。 

２ （同左） 

(1) 公安及び善良な風俗を害しないこと。特に、放送番組に成人向け番

組が含まれる場合は、当該番組の視聴契約に際し、視聴者が視聴可能

年齢以上であることを確認した上で視聴契約を締結するとともに、ペ

アレンタルロック等の青少年保護措置を講ずるものであること。 

(1) 公安及び善良な風俗を害しないこと。特に、委託して行わせる放送

の放送番組に成人向け番組が含まれる場合は、当該番組の視聴契約に際

し、視聴者が視聴可能年齢以上であることを確認した上で視聴契約を締

結するとともに、ペアレンタルロック等の青少年保護措置を講ずるもの

であること。 

(2) 政治的に公平であること。 (2) （同左） 

(3) 報道は、事実を曲げないですること。 (3) （同左） 

(4) 意見が対立している問題については、できるだけ多くの角度から論

点を明らかにすること。 

(4) （同左） 

３ 教育的効果を目的とする放送を専ら行う者であるときは、次に掲げると

ころに合致するものであること。 

３ 教育的効果を目的とする放送を専ら委託して行なわせる者であるとき

は、次に掲げるところに合致するものであること。 

(1) 一週間の放送時間（補完放送であって、超短波放送の主音声又はテ

レビジョン放送の映像に伴うもの以外のものの放送を行う場合は、当

該補完放送の放送番組と超短波放送の主音声又はテレビジョン放送の

映像に係る放送番組のそれぞれの放送時間）において、教育番組の放

送時間がその５０％以上を占めるものであること。 

(1) （同左） 

(2) 学校教育のための放送又は社会教育のための放送の分量及び配列が

当該放送の意図する効果をもたらすために適切なものであること。 

(2) （同左） 

(3) (1)に規定する放送以外の放送を行うときは、その内容、分量、及び

配列が(1)に規定する放送を行うことに支障を与えないものであり、か

つ、その放送の効果を阻害しないものであること。 

(3) (1)に規定する放送以外の放送を委託して行なわせるときは、その内

容、分量、及び配列が(1)に規定する放送を委託して行なわせることに

支障を与えないものであり、かつ、その放送の効果を阻害しないもので
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あること。 

４ 臨時かつ一時の目的のための放送を専ら行うときは、その放送番組は、

当該目的の達成のために必要な範囲内のものであること。 

４ 臨時かつ一時の目的のための放送を専ら委託して行わせるときは、その

放送番組は、当該目的の達成のために必要な範囲内のものであること。 

５ テレビジョン放送を行う放送事業者は、静止し、又は移動する事物の瞬

間的影像を視覚障害者に対して説明するための音声その他の音響を聴く

ことができる放送番組及び音声その他の音響を聴覚障害者に対して説明

するための文字又は図形を見ることができる放送番組をできる限り多く

設けるものであること。 

５ テレビジョン放送を委託して行わせる放送事業者は、静止し、又は移動

する事物の瞬間的影像を視覚障害者に対して説明するための音声その他

の音響を聴くことができる放送番組及び音声その他の音響を聴覚障害者

に対して説明するための文字又は図形を見ることができる放送番組をで

きる限り多く設けるものであること。 

６ 申請者（法第８条に規定する放送を専ら行う基幹放送の業務の申請者を

除く。）は、放送番組の種別及び放送の対象とする者に応じた放送番組の

編集の基準を定め、かつ、その基準に従って放送番組の編集及び放送を

行うものであること。 

６ 申請者（法第３条の５に規定する放送を専ら委託して行わせる委託放送

業務の申請者を除く。）は、放送番組の種別及び放送の対象とする者に応

じた放送番組の編集の基準を定め、かつ、その基準に従って放送番組の

編集及び放送を行うものであること。 

７ 放送番組の編集の基準を定め、又は変更した場合には、法第５条第２項

の規定により、これを公表するものであること。 

７ 放送番組の編集の基準を定め、又は、変更した場合には、法第３条の３

第２項の規定により、これを公表するものであること。 

８ 申請者は、法第６条第１項に規定する審議機関を設置するものであるこ

と。 

８ 申請者は、法第３条の４第１項に規定する放送番組審議機関を設置する

ものであること。 

９ 教育番組については、その放送の対象とする者が明確で、内容がその者

に有益適切であり、組織的かつ継続的であるようにするとともに、その

放送の計画及び内容をあらかじめ公衆が知ることができるようにするも

のであること。この場合において、当該番組が学校向けのものであると

きは、その内容が学校教育に関する法令の定める教育課程の基準に準拠

するものであること。 

９ （同左） 

10 学校向けの教育番組の放送を行う場合には、その放送番組に学校教育の 10 学校向けの教育番組の放送を委託して行わせる場合には、その放送番組
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妨げになると認められる広告を含めるものでないこと。 に学校教育の妨げになると認められる広告を含めるものでないこと。 

11 その業務は、毎日放送を行うものであること。 11 その業務は、毎日放送を委託して行なわせるものであること。 

12 申請者は、特定の者からのみ放送番組の供給を受けることとなる条項を

含む放送番組の供給に関する協定を締結するものでないこと。 

12 （同左） 

13 内外放送を行う場合には、放送を通じた国際的な文化交流及び相互理解

の増進が図られるものであること。 

13 受託内外放送を委託して行わせる場合には、放送を通じた国際的な文化

交流及び相互理解の増進が図られるものであること。 

14 申請者は災害に関する放送を行うものであること。 14 申請者は災害に関する放送を行うものであること。 

15 超短波放送又はテレビジョン放送による衛星基幹放送の業務の認定に

当たっては、補完放送であって、超短波放送の主音声又はテレビジョン放

送の映像に伴うもの以外のものの放送を行う場合は、超短波放送の主音声

又はテレビジョン放送の映像が主であると認められるものであること。 

15 超短波放送又はテレビジョン放送による委託放送業務の認定に当たっ

ては、補完放送であって、超短波放送の主音声又はテレビジョン放送の映

像に伴うもの以外のものの放送を行う場合は、超短波放送の主音声又はテ

レビジョン放送の映像が主であると認められるものであること。 

16 放送受信者等の個人情報の保護に関する指針（平成１６年総務省告示第

６９６号）を遵守するための体制の整備が図られるものであること。 

16 （同左） 

［削除］ 17 放送の業務の用に供する設備の保守及び管理体制並びに障害時の対応

体制の整備が図られるものであること。 

17 有料放送を行う場合は、有料放送の役務の提供に関する契約の締結をし

ようとする際に当該役務の提供を受けようとする者に対し当該役務の料

金その他提供条件の概要を説明するための体制並びに有料放送の役務の

提供に関する業務の方法又は料金その他の提供条件についての国内受信

者（当該役務の提供を受けようとする者を含む。）からの苦情及び問い合

わせを適切かつ迅速に処理するための体制の整備が図られるものである

こと。 

18 有料放送を委託して行わせる場合は、有料放送の役務の提供に関する契

約の締結をしようとする際に当該役務の提供を受けようとする者に対し

当該役務の料金その他提供条件の概要を説明するための体制並びに有料

放送の役務の提供に関する業務の方法又は料金その他の提供条件につい

ての国内受信者（当該役務の提供を受けようとする者を含む。）からの苦

情及び問い合わせを適切かつ迅速に処理するための体制の整備が図られ

るものであること。 

18 その業務が衛星試験放送の業務を行うものであるときは、１から１７ま 19 その業務が放送試験業務を委託して行なわせるものであるときは、１か
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での条件を満たすほか、次の条件を満たすものでなければならない。 ら１８までの条件を満たすほか、次の条件を満たすものでなければなら

ない。 

(1) 試験、研究又は調査の目的及び内容が法令に違反せず、かつ、公共

の福祉に寄与するものであるとともに、放送及びその受信の進歩発達に

必要なものであること。 

(1) （同左） 

(2) 試験、研究又は調査の計画が合理的なものであること。 (2) （同左） 

(3) 放送番組は、その業務の目的とする試験、研究又は調査のために必要

な範囲内のものであり、他人の営業に関する広告を含むものでないこと。 

(3) （同左） 

  

別紙３（第７条関係） 別紙２（第７条関係） 

衛星基幹放送の業務に関し、衛星基幹放送事業者に指定することのできる

周波数が不足するときは、特別の事情がある場合を除き、次に掲げる基準に

より比較審査を行うものとする。 

 

特別衛星放送を委託して行わせる委託放送業務に関し、委託放送事業者に

指定することのできる周波数が不足するときは、特別の事情がある場合を除

き、次に掲げる基準により比較審査を行うものとする。 

 

１ 認定を受けるべき衛星基幹放送の業務の順位は、次に掲げる順序によ

る。 

１ 認定を受けるべき委託放送業務の順位は、次に掲げる順序による。 

(1) 高精細度テレビジョン放送を行う衛星基幹放送の業務及び当該高精

細度テレビジョン放送を行わない時間帯に二以上の標準テレビジョン

放送を行う業務であって次に掲げる事項のいずれにも適合するもの。 

(1) 高精細度テレビジョン放送を行う委託放送業務及び当該高精細度テ

レビジョン放送を行わない時間帯に二以上の標準テレビジョン放送を

行う業務であって次に掲げる事項のいずれにも適合するもの。 

ア 当該二以上の標準テレビジョン放送に関し使用するトランスポン

ダ数の合計が当該高精細度テレビジョン放送に関し使用するトラン

スポンダ数を超えないことが指定事項に明確に記載されていること。 

ア （同左） 
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イ 一週間当たりの放送時間（当該二以上の標準テレビジョン放送のう

ち一週間当たりの放送時間が最も長いものの放送時間及び当該高精

細度テレビジョン放送の放送時間の合計をいう。）全体における当該

高精細度テレビジョン放送の放送時間の占める割合が５割を超える

ものであることが委託放送事項に明確に記載されていること。 

イ （同左） 

(2) 標準テレビジョン放送を行う衛星基幹放送の業務（高精細度テレビ

ジョン放送を行う場合において当該高精細度テレビジョン放送を行わ

ない時間帯に標準テレビジョン放送を行うものを除く。以下同じ。） 

(2) 標準テレビジョン放送を行う委託放送業務（高精細度テレビジョン

放送を行う場合において当該高精細度テレビジョン放送を行わない時

間帯に標準テレビジョン放送を行うものを除く。以下同じ。） 

(3) 超短波放送又はデータ放送を行う衛星基幹放送の業務 (3) 超短波放送又はデータ放送を行う委託放送業務 

(4) その他の衛星基幹放送の業務 (4) その他の委託放送業務 

２ 上記１の審査において同順位となった二以上の申請について更に審査

を行う必要があるときは、次に掲げる基準のいずれにも適合しているもの

を優先するものとする。 

２ 上記１の審査において同順位となった二以上の申請について更に審査

を行う必要があるときは、次に掲げる基準のいずれにも適合しているもの

を優先するものとする。 

(1) 広告放送の割合 (1) 広告放送の割合 

一週間当たりの放送時間全体における対価を得て行う広告放送（有料

放送により行われるものを除く。以下同じ。）に係る放送時間の占める

割合が３割を超えないことが放送事項に明確に記載されていること。 

一週間当たりの放送時間全体における対価を得て行う広告放送（有料

放送により行われるものを除く。以下同じ。）に係る放送時間の占める

割合が３割を超えないことが委託放送事項に明確に記載されているこ

と。 

(2) 青少年の保護 (2) 青少年の保護 

成人向け番組を含む放送を行わないことが放送事項に明確に記載さ

れていること。 

成人向け番組を含む放送を行わないことが委託放送事項に明確に記

載されていること。 

(3) 字幕番組の充実 (3) 字幕番組の充実 
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字幕付与可能な放送番組に係る一週間当たりの放送時間全体におけ

る字幕を付与する放送番組に係る放送時間の占める割合が５割以上で

あることが事業計画書に明確に記載されていること。 

（同左） 

※ 「字幕付与可能な放送番組」とは、次に掲げる放送番組を除く全ての

放送番組をいう。以下同じ。 

※ 「字幕付与可能な放送番組」とは、次に掲げる放送番組を除くすべて

の放送番組をいう。以下同じ。 

ア 技術的に字幕を付すことができない番組（例：現在のところ、複数

人が同時に会話を行う生放送番組） 

ア （同左） 

イ 外国語の番組 イ （同左） 

ウ 大部分が器楽演奏の音楽番組 ウ （同左） 

エ 権利処理上の理由等により字幕を付すことができない番組 エ （同左） 

(4) 放送番組の高画質性 (4) 放送番組の高画質性 

一週間当たりの放送時間全体における高精細度テレビジョン放送（ハ

イビジョンカメラ等により制作・編集された放送番組の放送に限る。）に

係る放送時間の占める割合が５割以上であることが放送事項に明確に記

載されていること。 

（同左） 

３ 上記２の審査において同順位となった二以上の申請について更に比較審

査を行う必要があるときは、次に掲げる基準への適合性その他放送の普及

及び健全な発達への寄与の程度を総合的に勘案し、最も公共の福祉に適合

するものを優先するものとする。 

３ 上記２の審査において同順位となった二以上の申請について更に比較審

査を行う必要があるときは、次に掲げる基準への適合性その他放送の普及

及び健全な発達への寄与の程度を総合的に勘案し、最も公共の福祉に適合

するものを優先するものとする。 

(1)  事業計画の確実性 (1)  事業計画の確実性 

次に掲げる事項その他事業計画の確実性を総合的に勘案し、より業務

の維持が確実な事業計画を有するものであること。 

（同左） 
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ア 事業開始までの資金調達の適正性及び確実性 ア （同左） 

イ 事業開始後の収入の算出根拠の適正性及び確実性、費用算出の適正

性 

イ （同左） 

ウ 放送番組の制作及び調達の確実性 ウ （同左） 

(2) 表現の自由の享有 (2) 表現の自由の享有 

一の者が申請者の議決権の１０分の１を超える議決権を有する関係

を法第９３条第２項第１号に掲げる関係に該当するものとみなした場

合であっても、自由享有基準第４条に規定する基準に適合すること。こ

の場合において、同条第２項第１号ロの規定中「百分の三十三・三三三

三三を超え、二分の一以下の議決権を有する関係を法第九十三条第二項

第一号に掲げる関係に該当しない」とあるのは、「十分の一を超える議

決権を有する関係を法第九十三条第二項第一号に掲げる関係に該当す

る」と読み替えるものとする。 

一の者が申請者の議決権の１０分の１を超える議決権を有する行為

を規則第１７条の８第３項第７号イに掲げる行為に該当するものとみ

なした場合であっても、同条第１項に規定する基準に適合すること。こ

の場合において、同条第１項第１号イ(2)の規定中「三分の一以上二分

の一以下の議決権を有する行為を第三項第七号イに掲げる行為に該当

しない」とあるのは、「十分の一を超える議決権を有する行為を第三項

第七号イに掲げる行為に該当する」と読み替えるものとする。 

(3) 放送番組の多様性 (3) 放送番組の多様性 

衛星基幹放送全体として、放送番組の分野の特定分野への偏り及び放

送番組の内容の他の放送番組の内容との重複の程度等を勘案し、より放

送番組の多様性の確保に資するものであること。 

特別衛星放送全体として、放送番組の分野の特定分野への偏り及び放

送番組の内容の他の放送番組の内容との重複の程度等を勘案し、より放

送番組の多様性の確保に資するものであること。 

(4) 広告放送の割合 (4) 広告放送の割合 

一週間当たりの放送時間全体における対価を得て行う広告放送に係

る放送時間の占める割合が３割を超えないことが放送事項に明確に記

載されていること。 

一週間当たりの放送時間全体における対価を得て行う広告放送に係

る放送時間の占める割合が３割を超えないことが委託放送事項に明確

に記載されていること。 

(5) 個人情報の保護 (5) 個人情報の保護 
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放送受信者等の個人情報の保護に関する指針（平成１６年総務省告示

第６９６号）を遵守するための体制がより充実したものであり、かつ、

より充実した個人情報保護のための取組を行うものであること。 

（同左） 

(6) 青少年の保護 (6) 青少年の保護 

成人向け番組を含む放送を行わないことが放送事項に明確に記載さ

れており、かつ、放送番組についてより充実した青少年保護措置を講ず

るものであること。 

成人向け番組を含む放送を行わないことが委託放送事項に明確に記

載されており、かつ、放送番組についてより充実した青少年保護措置を

講ずるものであること。 

(7)  字幕番組等の充実 (7)  字幕番組等の充実 

字幕付与可能な放送番組に係る一週間当たりの放送時間全体におけ

る字幕を付与する放送番組に係る放送時間の占める割合がより高く、か

つ、解説放送を実施するものであること。 

（同左） 

(8) 放送番組の高画質性 (8) 放送番組の高画質性 

放送事項に明確に記載された一週間当たりの放送時間全体における

高精細度テレビジョン放送（ハイビジョンカメラ等により制作・編集さ

れた放送番組の放送に限る。）に係る放送時間の占める割合がより高い

こと。 

委託放送事項に明確に記載された一週間当たりの放送時間全体にお

ける高精細度テレビジョン放送（ハイビジョンカメラ等により制作・編

集された放送番組の放送に限る。）に係る放送時間の占める割合がより

高いこと。 

(9) 災害に関する放送の実施 (9) 災害に関する放送の実施 

災害に関する放送の実施体制がより充実したものであること。 （同左） 

(10) 設備の維持 (10) 設備の維持 

放送の業務の用に供する設備の保守及び管理体制並びに障害時の

対応体制がより充実したものであること。 

（同左） 

(11) 提供条件の説明及び苦情等の処理 (11) 提供条件の説明及び苦情等の処理 
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有料放送を行う場合は、有料放送の役務の提供に関する契約の締結

をしようとする際に当該役務の提供を受けようとする者に対し当該

役務の料金その他提供条件の概要を説明するための体制並びに有料

放送の役務の提供に関する業務の方法又は料金その他の提供条件に

ついての国内受信者（当該役務の提供を受けようとする者を含む。）

からの苦情及び問い合わせを適切かつ迅速に処理するための体制が

より充実したものであること。 

有料放送を委託して行わせる場合は、有料放送の役務の提供に関す

る契約の締結をしようとする際に当該役務の提供を受けようとする

者に対し当該役務の料金その他提供条件の概要を説明するための体

制並びに有料放送の役務の提供に関する業務の方法又は料金その他

の提供条件についての国内受信者（当該役務の提供を受けようとする

者を含む。）からの苦情及び問い合わせを適切かつ迅速に処理するた

めの体制がより充実したものであること。 

４ 上記１から３までに掲げる基準によるほか、以下によること。 ４ 上記１から３までに掲げる基準によるほか、以下によること。 

(1) 放送衛星業務用の周波数以外の周波数を使用して行われる衛星基幹

放送の業務の認定に係る上記１の審査については、上記１(2)に掲げる

業務に係る申請の順位を上記１(1)に掲げる業務に係る申請と同順位と

することとする。 

(1) 規則第１７条の８第３項第２号ロに規定する放送衛星業務用の周波

数以外の周波数を使用して行われる衛星放送を委託して行わせる委託

放送業務の認定に係る上記１の審査については、上記１(2)に掲げる業

務に係る申請の順位を上記１(1)に掲げる業務に係る申請と同順位とす

ることとする。 

(2) 上記２(4)及び３(8)の規定は、テレビジョン放送を行う衛星基幹放

送の業務に係る申請に関し比較審査を行う場合に限り、適用することと

する。この場合において、上記１(2)に掲げる業務に係る申請について

の上記２(4)及び３(8)の基準の審査に当たっては、放送事項に明確に記

載された一週間当たりの放送時間全体における高精細度テレビジョン

放送（ハイビジョンカメラ等により制作・編集された放送番組の放送に

限る。）に係る放送時間の占める割合が５割である高精細度テレビジョ

ン放送を行う衛星基幹放送の業務に係る申請とみなす。 

(2) 上記２(4)及び３(8)の規定は、テレビジョン放送を行う委託放送業

務に係る申請に関し比較審査を行う場合に限り、適用することとする。

この場合において、上記１(2)に掲げる業務に係る申請についての上記

２(4)及び３(8)の基準の審査に当たっては、委託放送事項に明確に記載

された一週間当たりの放送時間全体における高精細度テレビジョン放

送（ハイビジョンカメラ等により制作・編集された放送番組の放送に限

る。）に係る放送時間の占める割合が５割である高精細度テレビジョン

放送を行う委託放送業務に係る申請とみなす。 

(3) 上記３(2)の規定に基づき、一の者が法人又は団体の議決権を有して

いるか否かの判定については、第６条(4)後段の規定を準用することと

(3) 上記３(2)の規定に基づき、一の者が法人又は団体の議決権を有して

いるか否かの判定については、第６条(3)後段の規定を準用することと
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する。 する。 

(4) 衛星基幹放送における既存の放送番組の画質の向上を目的とする申

請（併せて番組内容の更なる充実を図ろうとするものを含む。）であっ

て、当該申請と同時に、当該申請について認定を受けることを停止条件

として当該既存の放送番組に係る衛星基幹放送の業務を廃止する旨を

届け出ているもの（放送法施行規則第７６条第５項第４号の規定に基づ

き、総務大臣が別に告示するときを定める等の件（平成１１年郵政省告

示第７７６号）第２号８を適用する場合を除く。）は、上記３(2)の基準

に適合するものとみなすこととする。 

(4) 特別衛星放送における既存の放送番組の画質の向上を目的とする申

請（併せて番組内容の更なる充実を図ろうとするものを含む。）であっ

て、当該申請と同時に、当該申請について認定を受けることを停止条件

として当該既存の放送番組に係る委託放送業務を廃止する旨を届け出

ているもの（放送法施行規則第１７条の１９第３項第４号の規定に基づ

き、総務大臣が別に告示するときを定める等の件（平成１１年郵政省告

示第７７６号第２号８を適用する場合を除く。）は、上記３(2)の基準に

適合するものとみなすこととする。 

(5) 上記３(7)の規定は、テレビジョン放送を行う衛星基幹放送の業務に

係る申請に関し比較審査を行う場合に限り、適用することとする。 

(5) 上記３(7)の規定は、テレビジョン放送を行う委託放送業務に係る申

請に関し比較審査を行う場合に限り、適用することとする。 

  

別添１ 対象設備と措置について（第３条(7)ア、第７条(4)ア及び第１２条(7)

ア(イ)関係） 

 

 【別途意見公募を行うもの】  

  

別添２ 放送の区分と送信の標準方式について（第３条(7)イ、第７条(4)イ

及び第１２条(7)ア(イ)関係） 

 

１ 基幹放送設備を用いて行う基幹放送の品質 

(1) 地上基幹放送局を用いて行う中波放送 

中波放送に関する送信の標準方式（平成２３年総務省令第●号）の

規定に適合するものであること。 
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 (2) 地上基幹放送局を用いて行う超短波放送 

ア アナログ放送を行う場合を行う場合 

超短波放送に関する送信の標準方式（平成２３年総務省令第●号）

の規定に適合するものであること。 

イ デジタル放送を行う場合を行う場合 

標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準

方式（平成２３年総務省令第●号）第二章の規定に適合するもので

あること。 

ウ 超短波音声多重放送又は超短波文字多重放送を行う場合 

超短波音声多重放送及び超短波文字多重放送に関する送信の標準

方式（平成２３年総務省令第●号）第二条から第四条まで、第五条

及び第八条の規定に適合するものであること。 

エ 超短波データ多重放送を行う場合 

超短波データ多重放送に関する送信の標準方式（平成２３年総務

省令第●号）の規定に適合するものであること。 

 (3) 地上基幹放送局を用いて行うコミュニティ放送 

(2)の規定に適合するものであること。 

 (4) 地上基幹放送局を用いて行うテレビジョン放送 

ア 地上基幹放送局を用いて行う標準テレビジョン放送（デジタル放

送に限る。）を行う場合 

標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準

方式（平成２３年総務省令第●号）第三章の規定に適合するもので

あること。 
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イ 地上基幹放送局を用いて行う標準テレビジョン放送（デジタル放

送を除く。）を行う場合 

標準テレビジョン放送（デジタル放送を除く。）に関する送信の標

準方式（平成２３年総務省令第●号）第二章の規定に適合するもの

であること。 

ウ 地上基幹放送局を用いて行う標準テレビジョン音声多重放送を行

う場合 

標準テレビジョン音声多重放送に関する送信の標準方式（平成２

３年総務省令第●号）第二章の規定に適合するものであること。 

エ 地上基幹放送局を用いて行う標準テレビジョン文字多重放送を行

う場合 

標準テレビジョン音声多重放送に関する送信の標準方式（平成２

３年総務省令第●号）の規定に適合するものであること。 

オ 地上基幹放送局を用いて行う標準テレビジョン・データ多重放送

を行う場合 

標準テレビジョン・データ多重放送に関する送信の標準方式（平

成２３年総務省令第●号）第二章の規定に適合するものであること。 

 (5) 衛星基幹放送 

ア 衛星基幹放送局を用いて行う標準テレビジョン放送（デジタル放

送に限る。）を行う場合 

標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準

方式（平成２３年総務省令第●号）第五章及び第六章の規定に適合

するものであること。 
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イ 衛星基幹放送局を用いて行う標準テレビジョン放送（デジタル放

送を除く。）を行う場合 

標準テレビジョン放送（デジタル放送を除く。）に関する送信の標

準方式（平成２３年総務省令第●号）第三章の規定に適合するもの

であること。 

ウ 衛星基幹放送局を用いて行う標準テレビジョン・データ多重放送

を行う場合 

標準テレビジョン・データ多重放送に関する送信の標準方式（平

成２３年総務省令第●号）第三章の規定に適合するものであること。 

 (6) 移動受信用地上基幹放送 

標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方

式（平成２３年総務省令第●号）第四章の規定に適合するものである

こと。 

２ 登録衛星一般放送の業務に用いられる電気通信設備を用いて行う登録

衛星一般放送の品質 

衛星一般放送の技術基準を定める省令（平成２３年総務省令第●号）

の規定に適合するものであること。 

 

  

別添３ （第１２条(7)イ(イ)関係）  

波長 （ｎｍ） 

１５３０．３３ １５５３．３３ １５７７．０３ １６０１．４６ 

１５３１．１２ １５５４．１３ １５７７．８６ １６０２．３１ 
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１５３１．９０ １５５４．９４ １５７８．６９ １６０３．１７ 

１５３２．６８ １５５５．７５ １５７９．５２ １６０４．１３ 

１５３３．４７ １５５６．５５ １５８０．３５ １６０４．８８ 

１５３４．２５ １５５７．３６ １５８１．１８ １６０５．７４ 

１５３５．０４ １５５８．１７ １５８２．０２ １６０６．６０ 

１５３５．８２ １５５８．９８ １５８２．８５ １６０７．４７ 

１５３６．６１ １５５９．７９ １５８３．６９ １６０８．３３ 

１５３７．４０ １５６０．６１ １５８４．５３ １６０９．１９ 

１５３８．１９ １５６１．４２ １５８５．３６ １６１０．０６ 

１５３８．９８ １５６２．２３ １５８６．２０ １６１０．９２ 

１５３９．７７ １５６３．０５ １５８７．０４ １６１１．７９ 

１５４０．５６ １５６３．８６ １５８７．８８ １６１２．６５ 

１５４１．３５ １５６４．６８ １５８８．７３ １６１３．５２ 

１５４２．１４ １５６５．５０ １５８９．５７ １６１４．３９ 

１５４２．９４ １５６６．３１ １５９０．４１ １６１５．２９ 

１５４３．７３ １５６７．１３ １５９１．２６ １６１６．１３ 

１５４４．５３ １５６７．９５ １５９２．１０ １６１７．００ 

１５４５．３２ １５６８．７７ １５９２．９５ １６１７．８８ 

１５４６．１２ １５６９．５９ １５９３．７９ １６１８．７５ 

１５４６．９２ １５７０．４２ １５９４．６４ １６１９．５２ 

１５４７．７２ １５７１．２４ １５９５．４９ １６２０．５０ 

１５４８．５１ １５７２．０６ １５９６．３４ １６２１．３８ 

１５４９．３２ １５７２．８９ １５９７．１９ １６２２．２５ 
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１５５０．１２ １５７３．７１ １５９８．０４ １６２３．１３ 

１５５０．９２ １５７４．５４ １５９８．８９ １６２４．０１ 

１５５１．７２ １５７５．３７ １５９９．７５ １６２４．８９ 

１５５２．５２ １５７６．２０ １６００．６０  
 

  

 


